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	① 障害児・者の地域移行・地域定着支援や就労支援の充実を図るため、生活介護や就労継続支援等の「日中活動の場」の基盤整備を推進するとともに、グループホーム等の「住まいの場」の整備を推進するため、要求枠として３９億円。
	② 整備法の施行による基幹相談支援センターの設置を促進するとともに、児童発達支援センターの地域支援機能の強化や障害児入所施設の小規模グループによる療育など障害児支援の充実を図るための整備を推進するため、特別枠（「日本再生重点化措置」）として２２億円。
	を計上したところ。
	なお、児童福祉法の改正に伴い、児童福祉施設の施設体系が変更され　　たことから、保育所等訪問支援事業所、障害児相談支援事業所について　　新たに補助対象とするとともに、居宅介護事業所、相談支援事業所の整備についても新たに補助対象とする。
	③ （ア）災害時に、障害福祉サービス事業所等に障害児・者の緊急受入が可能となる防災拠点スペースの整備、（イ）障害児・者に配慮した避難所設備の整備、（ウ）震災に備えた通所施設の耐震化整備を推進するため４５億円。（関連資料７（１２６頁））
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	市町村における支給決定については、その者が満18歳となる日までに行う必要があるので、留意されたい。
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